
 

経営発達支援計画の概要 

実施者名 

（法人番号） 

南富良野町商工会（法人番号 3450005002142） 

南富良野町（地方公共団体コード 014621） 

実施期間 令和４年４月１日～令和９年３月３１日 

目標 

１．地域への裨益目標 

①既存事業者の経営基盤強化により事業継続と雇用の維持・創出 

②小規模事業者による魅力ある商品やサービスの創出 

③特産品開発による交流人口増加 

２．小規模事業者の目標 

①事業計画策定による売上・利益率向上 

②新規創業・事業承継支援強化による商工業者減少の抑制 

③地域資源・観光資源を活用した新商品開発・販路開拓支援 

事業内容 

３．地域経済動向調査に関すること 

①独自の地域経済動向調査の実施 等 

４．需要動向調査に関すること 

①地域需要動向調査 等 

５．経営状況の分析に関すること 

①経営分析を行う事業者の発掘 等 

６．事業計画策定支援に関すること 

①「ＤＸ推進セミナー開催・ＩＴ専門家派遣」の開催 等 

７．事業計画策定後の実施支援に関すること 

①事業計画策定事業者に対するフォローアップ 等 

８．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

①物産展等による新たな需要開拓のための出展支援【ＢtoＣ】 等 

９．事業の評価及び見直しをするための仕組みに関すること 

 ①事務局内部での事業の確認検証 等 

１０．経営指導員等の資質向上等に関すること 

①外部講習会等の積極的活用 等 

１１．他の支援機関との連携を通じた支援ノウハウ等の情報交換に関すること 

①金融機関との連携 等 

１２．地域経済の活性化に資する取組に関すること 

①南ふらの地域活性化協議会（仮称）の開催（年１回） 等 

連絡先 

南富良野町商工会 

〒079-2401 北海道空知郡南富良野町字幾寅市街地 

ＴＥＬ 0167-52-2605 ＦＡＸ 0167-52-2205 

E-mail nanpusyo@rose.ocn.ne.jp 

南富良野町 

〒079-2402 北海道空知郡南富良野町字幾寅８６７番地 

ＴＥＬ 0167-52-2112 ＦＡＸ 0167-52-2225 

E-mail  kikaku@town.minamifurano.hokkaido.jp 

 



１ 

 

（別表１） 

経営発達支援計画 

経営発達支援事業の目標 

【１期目の取組みにおける総括】 

 １期目の具体的な目標 

  平成２８年に発生した台風１０号による災害からの復旧と小規模事業者の自立化支援によ

る早期復興 

①経済の中心である「幾寅地区」や「落合地区」の復旧と復興を支援 

②小規模事業者の販売機会創出による販路の拡大 

③「南富良野町」の再興に向けた地域資源活用による地域経済の活性化 

 

１期目（平成２９年４月１日から令和４年３月３１日）では、上記の具体的な目標を掲げて

事業を実施しました。 

実施にあたり、１年目は各関係機関と連携し、持続化補助金やものづくり補助金の活用や、

融資の斡旋など災害からの復旧と復興を中心とした支援事業を実施しました。２年目以降も引

き続き小規模事業者の活性化や南富良野町の再興に向け、事業計画の策定や商談会への出展な

ど様々な支援策を実施し、効果のあった５年間でした。 

上記の具体的目標に対する取り組みと評価については以下の通りです。 

  

①経済の中心である「幾寅地区」や「落合地区」の復旧と復興を支援 

１年目は水害により被害を受けた小規模事業者を中心に、事業計画策定セミナーを開催し、

持続化補助金やものづくり補助金を通じて事業計画の策定を行いました。事業計画を策定した

事業者のうち、売上の増加に繋がった事業者は９事業者で、販路開拓に繋がった事業者は２事

業者でした。 

２年目以降は、被害を受け事業計画を策定した事業者に対し、支援の基本である巡回訪問を

中心に小規模事業者が抱えている経営課題等の情報を収集し、その課題に対して問題解決に向

けた支援を行いました。 

 その結果、新たな取り組みを展開するための補助事業や、脆弱な財務体質を見直し強靭化を

図る事業計画など、持続的な経営を目指す計画策定の推進に繋げることができました。 

 

②小規模事業者の販売機会創出による販路の拡大 

災害復興後、事業の持続的発展に向け、地域資源を活用した特産品（鹿肉加工品やミニトマ

ト等の食品）の販路拡大を図るため、道内外の商談会・物産展への出展支援を実施しました。 

東京や大阪など都市圏への販路開拓や、安価な海外品との差別化と価格競争からの脱却化を

図るため、適正価格で購入できる新規顧客層の獲得など、事業者の想定するターゲットに向け

た販路拡大に繋げることができました。  

 

③「南富良野町」の再興に向けた地域資源活用による地域経済の活性化 

 地域資源を活用した商品を製造・販売している事業者に対し、新商品の開発や商談会への出

展を促し南富良野町のＰＲを行いました。南富良野町の地域資源であるエゾ鹿肉は関西圏には

あまり流通しておらず、エゾシカコロッケなどの新商品を開発し、商談会等においてＰＲを行

いました。また、ミニトマトを栽培している事業者はミニトマトジュースを製造・販売してお

り、ミニトマトのドライトマトやオリーブオイル漬け等を新規開発し、ＰＲを行い南富良野町

の活性化に繋がる支援を行いました。 
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１. 経営発達支援事業の目標 

（１）地域の現状及び課題 

①立地 

  南富良野町は、北海道のほぼ中央に属し、東経１４２度３５分・北緯４３度１０分に位置

しております。面積は６６６，５２㎢で東西４３．３㎞、南北４５．９㎞にわたり、東西に

貫流する空知川にそって６つの集落から形成されており、国道３８号線沿いには、経済の中

心地である幾寅地区があります。 

  四方は山並に囲まれ、総面積の約９０％が自然のままの豊かな森林で占められており、北

は富良野市、東は新得町、南は占冠村、西は夕張市に隣接し、町のほぼ中央部には金山ダム

によってできた人造湖「かなやま湖」があります。南富良野町は北海道のほぼ中央に位置し

ている為、交通の便が良く、帯広市まで約７８㎞（車で約９０分）、隣接している富良野市ま

では約４０㎞、（車で約５０分）で行くことができます。 

  また、両市には大型店などの商業施設が立地されていることから、購買力の町外流出が課

題となっています。 

 

 
 

 

②人口動態 

人口は昭和４０年の１１,０２９人をピークに減少を続けており、平成１７年には３,００

０人を下回り令和３年７月現在では２,３６４人で、最盛期の４分の１まで減少しておりま

す。年齢別の人口においても平成２２年に６５歳以上の構成比率が３０％を超え、高齢者人

口が増えています。また、世帯数については昭和６３年頃には減少傾向にあったが、平成に

なっては減少率も落ち着きを見せ、平成１６年以降の世帯数は約１,４００世帯を維持してい

ます。 

年代別の人口においても年少人口（１５歳未満）と生産年齢人口（１５～６４歳）が減少

傾向にある一方で老年人口（６５歳以上）はほぼ横ばいで推移しているため「少子高齢化の

進展が予想されます。 
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経済センサスより 

２０２０年については未公表のため住民基本台帳より                                    

 

③地域産業 

Ａ）農業 

南富良野町の基幹産業である農業は、作付面積の合計が２,４４９ｈａで、飼料作物が約３

９％を占めています。人参などの野菜類が約２６％で麦類が約９％、馬鈴薯が約８％です。

最近の傾向としては、飼料作物の栽培が減少傾向にあり、代わりに地力保全作物等の作付け

や食生活を反映した小麦・そばの作付けが増加傾向にあります。総生産額は平成２年の４３

億円を最高に、概ね３０億前後の生産額で推移しています。農業所得においても毎年１０億

円あり、一戸あたりの農業所得においても上川管内の市町村でトップとなっております。 

当町には第３セクターで行っている農産物処理加工センターがあり、当町で収穫された農

産物を使用した特産品の製造を行っており、「バタじゃが」や「スイートコーン」などを全国

的に販売しております。   

今後は既存の特産品で使用していない新たな農産物を活用した特産品開発を、ＪＡふらの

等関係機関と連携して取り組みます。 

 

 

Ｂ）観光業 

観光業については、当町の観光拠点である道の駅を筆頭に、自然環境を生かしたアウトド

ア関連観光、イベント開催や映画のロケ地巡り観光等により年間を通して多くの観光客が当

町を訪れています。 

 

＜道の駅を生かした観光＞ 

当町の道の駅は、①の立地で記載にあるとおり北海道のほぼ中心部に位置している事から、

交通の通過点として当町を経由する機会が多く、観光客やビジネス等さまざまなシーンにお

ける休憩地点としての利用があり、年間約３０万人が集まる場所となっております。 

また、拠点である道の駅を更に魅力ある施設とするため、町が掲げる観光事業の拡大と暮
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らし・経済・交通の拠点を道の駅に作るという基本構想を基に、「道の駅南ふらの」再構築事

業が進められ、アウトドアメーカー「モンベル」のショップの新設やボルダリングタワー、

ドッグラン、アスレチック遊具の整備、特産品販売エリアの拡充などが予定され、道の駅が

今後益々観光重要拠点になる事が予想されます。 

道の駅は当事業により更なる交流人口の増加が見込める事から、レストランや土産物品店

に加え、道の駅を利用して新たな商品販売やサービス提供を狙う事業者は、販売機会が増え

る事が期待されます。 

 
(現在着工中の道の駅配置図) 

 

＜アウトドア関連観光＞ 

町の中心にある人造湖「かなやま湖」や空知川といった自然環境を活かした体験型観光が

人気で夏場はキャンプやラフティング、カヌー、冬場はワカサギ釣り、犬ぞり体験など四季

を通じて楽しむことができアウトドア関連で年間約３４，０００人の観光客が当町を訪れて

います。 

 

＜イベント開催とロケ地巡りによる観光＞ 

コロナ禍前は、毎年７月にかなやま湖湖水祭りが開催され、カヌーの試乗会やウインドサ

ーフィンといったアウトドアを体験できるイベントや、花火大会等が行われ、来場者数は１

万人を超え南富良野町の夏の一大イベントとして町内外に知られています。 

また、ＪＲ幾寅駅が１９９９年に公開された映画「鉄道員」のロケ地であり、ロケセット

が当時のまま保管されている事から今でも多くの観光客が当町を訪れています。 

これらの観光要素に加え、食と観光と農業の結びつきを意識した特産品開発による観光Ｐ

Ｒにも取り組んでおり、特産品を活用した町おこし事業や農商工連携によって地域の活性化

に取り組んでおります。 

農作物に被害を与えるエゾシカの有効活用と、南富良野町の主要農作物である人参等を活
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用し開発した特産品「なんぷエゾカツカレー」は平成２０年に商品化し、誕生から１１年経

過した今もなお当町の人気商品となっており、販売総数は７万食を突破し、これを求めて当

町を訪れる観光客もおり、交流人口増加に繋がる要因の 1つになっております。 

 

    
(北海道経済部観光局 観光振興課より) 

 

 

Ｃ）商工業 

【現状】 

平成２８年の経済センサスによると、商業者の町内の年間販売額は２０億４,６００万円で

あり、平成１９年の商業統計に比べ、約２５％落ち込んでいます。 

また、工業においても平成３０年の工業統計調査による町内の出荷額はピーク時の半分以

下となる３億１,３００万円となっています。 

特に小売店についてはインターネットの普及やコンビニエンスストアの増加等により、大

幅に売上が減少しています。また、高齢化や売上減少による商店経営者の廃業が非常に多く

商店のない地区が存在しています。 

また、新型コロナウイルス感染症による生活様式の変化等を受け、飲食業をはじめ、サー

ビス業、卸売業などが大きく影響を受け売上が減少しています。 

※令和２年度売上減少率（令和元年度比）南富良野町商工会調査 

 飲食・宿泊業：△２４％ サービス業：△２５％ 卸売業：△２３％ 小売業：△２％ 

 

【課題】 

商業は、後継者不足や近郊の富良野市や帯広市の大型商業施設への購買力の流出が著しく、

その影響を受け廃業する商店が増え、商店街は空き店舗や空き地が多くみられるなど、厳し

い状況が続いており、事業承継や新規創業者の掘り起こしが喫緊の課題となっています。 

工業においては、水害による復旧工事のため平成２９年度には大幅に売上が増加しました

が、現在は減少傾向にあり、人材不足や人件費の増加、公共事業の減少による収益性の確保

が課題となっています。 
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（経済産業省経済産業政策局 調査統計部より） 

 

南富良野町の商工業者数等の現状 

業種 

事業所数 
建設 製造 卸売 小売 

飲食 

宿泊 

サー

ビス 

その

他 
合計 

平成 25年 4月 

商工業者数 16 12 10 32 26 33 30 159 

小規模事業者

数 
15 8 9 24 19 27 9 111 

令和 3 年 4 月 

商工業者数 16 9 8 27 26 33 27 146 

小規模事業者

数 
15 4 7 20 21 26 13 106 

（商工会独自調査） 

 

④南富良野町における小規模事業者の現状と課題 

当町における小規模事業者の経営環境は、人口減少及び近隣市町村への購買力流出による

全体的な衰退に加え、近年、町外の大手スーパーが行う宅配事業の進出やインターネットの

普及によって非常に厳しい状況にあり、事業者数、売上ともに大幅に減少しています。 

小規模事業数は令和３年４月現在で１０６事業所となっており、平成２５年からの推移で

は５％の減少となっております。傾向としては、小売業者において減少率が高く、地域商店
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街に欠かせない食料品小売業の生活関連業種の存続が危ぶまれている状況にあります。 

一方で、観光客向けのアウトドア関連事業者や飲食店の創業者が多くあり、小規模事業者

の全体的な減少率は小幅な減少にとどまっております。 

しかし、当会の調査による小規模事業者の年齢構成は、８０歳以上が１０％を超えている

状況であり、加えて後継者の不在率は７５％となっており、黒字企業であっても後継者不足

による廃業を余儀なくされる可能性を含んでおります。 

これらの要因から１０年後の当町小規模事業者数は次ページの表に掲載のとおり８０歳で

廃業すると仮定した場合３０％以上の減少が見込まれ、生活関連業種を含めた商業機能やコ

ミュニティ機能が維持できなくなることが危惧されることから「第三者承継を含めた事業承

継及び新規創業による後継者対策」及び「事業計画（販売促進計画）に基づく売上の向上」

が喫緊の課題となっております。 

また、小規模事業者を対象に当商工会でＨＰ・ＳＮＳといったＷｅｂサイトに関する調査

を行ったところ、半数以上の小規模事業者が自社Ｗｅｂサイトを作っていないことが判明し

ました。 

また、Ｗｅｂサイトはあるもののしばらく更新していない事業所が約３割を占めており、

その事業者を含めると約７割の小規模事業者がＷｅｂサイトを活用できていない状況です。 

限られた人数で事業活動をしている小規模事業者にとってＩＴ技術を活用した業務効率化

やＷｅｂサイトを使った地域外への自社商品・サービスＰＲといった「ＤＸに向けた取組」

は今後の円滑な事業活動において必要不可欠な取組みであり、それらに対する支援も早急に

しなければならない課題となっています。 

 

    
（当会独自調査） 
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（当会独自調査） 

 

（２）小規模事業者に対する長期的な振興のあり方 

①１０年程度の期間を見据えて 

  １０年後を見据えると町内の人口が現状の２,３００人から２,０００人程度に減少するこ

とが予想されます。また、購買力の流出や経営者の高齢化、後継者不足などの影響により小

規模事業者数は現在の１０６名から大幅に減少し、町内の商業機能維持が困難となる事によ

って町民の暮らしが危ぶまれる可能性が懸念されます。 

  このような状況を受け、事業者数の減少率を少しでも食い止めるには、既存事業者の経営

の安定と事業承継、新規創業等による支援が必要不可欠となります。 

支援の基本は経営基盤の強化であり、事業者が明確な目標と計画に基づいた経営を行うこ

とで、事業の安定による持続的発展を図る事が可能になると考えます。 

事業者の事業承継や事業が継続できるように経営基盤強化に向けた売上・利益の確保を支

援し、少しでも地域内の事業者の減少を抑え、町の商業機能維持を目指し小規模事業者に寄

り添った支援に取り組みます。 

また、地域資源を活用した新たな事業展開が可能な業種を探りながら、新たなビジネスモ

デルの創出や地域の魅力を生かした特産品開発に取り組む事で、活力あるまちづくりの創出

に繋げます。これを地域の小規模事業者の振興の在り方ととらえ、経営発達支援事業の実効

性を高めながら地域経済の発展と活性化を推し進めます。 

 

②南富良野町総合計画との連動制・整合性 

  南富良野町では、第５次総合計画(平成２５年度～令和４年度)の将来像に「共に創る 笑

顔で 生き活き みなみふらの」をテーマとし、重点政策の 1 つに「地域経済の活性化」が

掲げられており、既存産業の活性化と地域の資源を活かした新たな産業の取り組み、地域活

力の向上と雇用の場の創出を目指すことを目標としています。 

  当商工会では、南富良野町が掲げる上記重点政策と方向性を同じくし、活力ある産業の維

持を図るため、小規模事業者の経営の安定化や事業承継、新規創業、地域資源を生かした新

たな事業展開支援を推進し町の産業発展に寄与します。 
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③南富良野町商工会としての役割 

当商工会では、南富良野町が掲げた基本目標である「次代へつなぐ活力ある産業のまちづ

くり」の推進のため、経済団体として地域経済活性化に向けた取り組みを積極的に行ってい

く必要があると考えます。現在は新型コロナウイルス感染症による生活様式の変化等、前例

のない経営環境変化への対応が求められており、持続的発展に向けた小規模事業者支援にお

ける当商工会の役割は非常に高いものとなっております。 

高度化・多様化している小規模事業者の経営課題を専門家や各関係機関と連携を図り解決

できる支援体制を確立し、小規模事業者に寄り添った伴走型支援を実施していきます。 

また、町民のニーズを捉え、生活を支える商店を維持する事で町民の暮らしを守り、安心

して暮らせる町を創るため、小規模事業者支援を通して町づくりの発展に貢献していきます。 

上記の重点政策の１つである「既存産業の活性化と地域資源を生かした新たな産業の取り

組み」を推し進めるため商工会としては、支援の基本である小規模事業者の事業計画策定に

よる販売促進支援や地域資源を活用した新たな需要開拓支援を通じて町内小規模事業者の売

上向上を目指し経営基盤強化を支援します。また、これらの支援によって小規模事業者の経

営が安定、発展する事は新たな「雇用の創出や維持」に繋がるなど波及効果を生む事になる

と考え支援を進めていきます。 

     

【参考】南富良野町第５次総合計画より抜粋 

 

基本目標１（産業分野） 

   ～次代へつなぐ活力ある産業のまちづくり～ 

    次代へつなぐ持続可能な地域産業づくりに向け、農林業、商鉱工業、観光、福

祉などの振興に努めるとともに、各産業が連携した６次産業や再生可能エネルギ

ーなど新たな産業の創出に努めます。また、住民が地域商店に親しみを持ち、互

いに支え合う商店街づくりを目指します。自然に恵まれた本町の特性を活かした

自然体験観光の振興と食産業・農林業など他産業との連携及び富良野圏域市町村

との広域連携を進めるとともに、新たな体験観光や観光資源の創出を目指します。 

  

重点政策  

   安全・安心なまちづくり 

    人口減少と少子高齢化が進み、地域の過疎化から地域力の低下や無商店化など、

日常生活に支障をきたす様々な課題や防災対策などに対して、住み慣れた地域で

安全に安心して暮らし続けられる環境づくりを進めます。 

 

地域産業の活性化 

    基幹産業である農業をはじめ、林業や商鉱工業・観光・福祉などの既存産業の

活性化と地域の資源を活かした新たな産業の創出に取り組み、地域活力の向上と

雇用の場の創出を目指します。 
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（３）経営発達支援事業の目標 

①地域への裨益目標 

  地域の裨益目標として、小規模事業者の経営基盤強化と地域資源や観光資源を活用した特

産品開発支援により地域の経済循環の拡大を目指します。 

 

【目標１】既存事業者の経営基盤強化により事業継続と雇用の維持・創出を目指します 

  新型コロナウイルスの影響等、経営環境が著しく変化しており、環境の変化に対応した事 

業計画策定による小規模事業者の経営基盤強化を図ります。経営基盤の強化によって事業者 

の売上、利益を向上させ、経営を安定させることで事業の継続を支援します。経営の安定化 

により雇用の維持や新たな雇用の創出が生まれ、町民の雇用を守っていきます。 

 

【目標２】小規模事業者による魅力ある商品やサービスの創出を目指します 

小規模事業者が地域の特性を活かした魅力ある商品やサービスを創出する事で町民の町内 

消費喚起や購買力流出の抑制を図り、また観光客など町外の人による当町での消費機会を創

出します。 

 

【目標３】特産品開発による交流人口増加を目指します 

地域資源や観光資源を活用した特産品開発を行い、町内外からの需要を取り込むため観光拠 

点である道の駅等でＰＲし観光客等の交流人口の増加を図ります。 

 

これらにより、ヒト・モノ・カネが南富良野町内で循環する仕組みづくりにより地域経済

の活性化が図られ地域の裨益となる事を目指します。 

 

②小規模事業者の目標 

【目標１】事業計画策定による売上・利益率向上 

事業計画策定支援により、小規模事業者の経営力を強化し売上・利益率の向上を図ります。 

支援目標 ２５件／５年 

事業計画策定支援を行った小規模事業者の売上又は利益率を前年比３％以上増加

させる。 

 

  【目標２】新規創業・事業承継支援強化による商工業者減少の抑制 

商業機能及びコミュニティ機能維持のため新規創業者の創出や事業承継を積極的に支援し

ます。 

支援目標 創業者５者／５年 事業承継５者／５年 

小規模事業者数の減少率を１５％以内に抑える。 

 

  【目標３】地域資源や観光資源を活用した新商品開発・販路開拓支援 

小規模事業者の売上向上のため、当町の魅力ある農産物等の地域資源や観光資源を活用し

た新商品開発により販路開拓の支援を行います。 

支援目標 １０者／５年 

  当支援を行った小規模事業者の売上を前年比３％以上増加させる。 
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経営発達支援事業の内容及び実施期間 

２．経営発達支援事業の実施期間、目標の達成方針 

 

（１）経営発達支援事業の実施期間（令和４年４月１日～令和９年３月３１日） 

 

（２）目標の達成に向けた方針 

 

①地域への裨益目標に対する方針 

地域の経済循環の拡大のため、事業計画策定による小規模事業者の経営基盤強化と地域資

源や観光資源を活用した特産品開発の支援を行い、新たな特産品やサービスの提供により観

光客を惹きつけて交流人口を増加させ、地域循環を高め地域産業全体の活性化に繋げていき

ます。 

 

【目標１に対する方針】 

既存事業者の経営基盤強化により事業継続と雇用の維持・創出を目指します 

  昨今、新型コロナウイルスの影響等、経営環境が著しく変化しており、環境の変化に対応

した事業計画の策定が必要となっています。事業計画策定により自社の経営実態の把握や今

後の事業展開など経営指導員等によるフォローアップを行い、小規模事業者の経営基盤強化

を図っていきます。経営基盤の強化によって事業者の売上や利益を向上させ、経営を安定さ

せることで事業の持続的発展が図られ、経営の安定化による雇用の維持や新たな雇用の創出

に繋げていきます。 

 

【目標２に対する方針】 

小規模事業者が魅力ある商品やサービスの創出を目指します 

事業者が地域の特性を活かした魅力ある商品やサービスを創出し、町民の町内消費喚起や

購買力流出の抑制を図るため、多様化する顧客ニーズに対応していく必要があります。消費

者ニーズを捉えるため、町民や観光客に対しニーズ調査等を行い、調査分析結果を事業計画

策定に活用します。 

 

【目標３に対する方針】 

特産品開発による交流人口増加を目指します 

地域の交流人口増加のため、下記②小規模事業者の目標に対する方針【目標３に対する方

針】に掲載のとおり地域資源や観光資源を活用した新たな特産品やサービスの開発支援を行

います。 

 

②小規模事業者の目標に対する方針 

【目標１に対する方針】 

事業計画策定を支援することにより経営力を強化し売上・利益率の向上を図ります 

地域の経済動向調査や需要動向調査、経営分析結果を踏まえた上で実現性の高い時代に沿

った事業計画の策定を支援します。また、現在、電子化が進んでいる中で、多くの事業者が

殆ど対応できていない状況にあり、今後もＩＴ技術の進歩により様々な業務の電子化が予想

されるため、事業計画を策定する準備段階として事業者のＩＴリテラシーに合わせ初歩的な

操作方法も含めたＩＴツールやデジタル技術の情報提供を行い、より小規模事業者にＤＸに

対する理解を深めていただき、外部環境の変化（ＤＸ時代）に対応できる事業計画が策定で

きるよう支援し、小規模事業者の経営力を強化し売上・利益率の向上を図ります。 
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【目標２に対する方針】 

新規創業・事業承継支援強化による商工業者減少の抑制 

新規創業者に対しては、経済動向調査等を活用し、専門家や関係機関と連携しながら事業

計画の策定を行い、許認可、各種届出、資金調達など創業に向けた準備や創業者に対する町

の支援制度「南富良野町商工業等支援制度」の活用など売上の増加や需要の開拓が図られる

よう幅広い支援を行います。 

当商工会の調査では、当町の小規模事業者のうち後継者不在である黒字企業が約７０％程

度を占めており、また、その４０％以上が６０歳以上となっており、巡回訪問や事業承継に

関するアンケート調査等により小規模事業者の実態把握を早急に行い、事業承継に関するセ

ミナーを開催するなど事業承継に対する意識を高めてもらいます。事業承継に意欲のある事

業者に対しては、専門家派遣を活用しＭ＆Ａ等による事業承継を積極的に推進し、小規模事

業者の減少を抑制すべく支援を行っていきます。 

 

【目標３に対する方針】 

地域資源や観光資源を活用した新商品開発・販路開拓支援 

  地域資源である農産物やエゾ鹿肉、観光資源となっているかなやま湖でのキャンプや空知

川のラフティングなど豊富な資源を活用して、新商品の開発や新たなサービスの提供など地

域の特性を生かした地域ブランド化を目指した事業展開を支援します。 

地域資源を活用した新商品開発を行う事業者に対しては、既存の特産品で使用していない

新たな農産物を活用した特産品開発に向け、㈱南富良野町振興公社やＪＡふらの等の関係機

関と連携し、消費者ニーズに合った商品開発に向け、事業計画の策定や計画策定後のフォロ

ーアップ支援によって着実に商品開発に繋げます。 

また、観光資源を活用したアウトドア事業者等、新たなサービスの提供を目指す事業者に

対しては、ＩＴツールを活用したＤＸに関する基礎知識の習得や、ＩＴツールの導入やＷｅ

ｂサイト構築等の支援を行っていきます。 

  また、域外の新たな需要を求める小規模事業者に対しては、道内外の展示会や物産展等に

積極的な参加を促し、新規顧客の獲得や売上の増加を図るための販路開拓支援を行い経営基

盤の強化を支援します。 

 

 

 



１３ 

 

Ⅰ.経営発達支援事業の内容 

 

３．地域経済動向調査に関すること 

（１）現状と課題 

 【現状】 

１期目の事業では小規模事業者に対して、全国商工会連合会が年４回発表する中小企業景

況調査報告書（北海道分）をホームページへ公表するとともに巡回訪問、窓口相談時に情報

の提供を行いましたが、ただ漠然と地域経済動向調査の結果を公表しただけの支援に留まり

ました。 

また、新型コロナウイルスの影響により令和２年に国で実施した「ＧｏＴｏ商店街」事業

（当会においてはタクシーによる飲食店のデリバリー事業を実施）や地元店応援のため、町

が町民に無料配布した町内で使用できる地域店応援券事業を実施し、町民アンケートや利用

状況を取りまとめ町民の町内事業者に対するニーズを把握し情報提供を行いましたが、情報

提供のみに留まり事業計画策定に繋がりませんでした。 

       

 【課題】 

１期目で実施した情報提供は、小規模事業者にとって、小売業や飲食店など一部の業種に

偏った内容であったため情報提供としては不十分な内容でした。また、情報提供した事業者

においても、提供された情報が経営状況分析・事業計画策定の基礎資料としてうまく活用さ

れていない状況でしたので、今後は、域内消費の行動把握のうえ、事業者に身近な地域の動

向や景況感などを取り入れて、分かり易い情報に整理し興味を持ってもらったうえで、活用

を支援することが必要となっています。 

  ２期目の事業では、新たに地域内の全ての小規模事業者に対して独自の地域経済動向調査

を実施し、専門家による分析を行い提供することで、身近なデータとして興味を持ってもら

うとともに、巡回訪問によって活用を促し、小規模事業者を取り巻く環境を把握し、機会や

脅威を見据えて事業計画の策定に向けた意識の喚起に繋げていきます。 

 

（２）目標 

 公表 

方法 
現行 

令和 

4年度 
令和 

5年度 
令和 

6年度 
令和 

7年度 
令和 

8年度 

①独自の地域経済動向

調査公表回数 
HP 

掲載 
－ 1回 １回 1回 1 回 1回 

②ビッグデータを活用

した調査公表回数 

HP 

掲載 
－ 1回 １回 1回 1 回 1回 

 

（３）事業内容 

 ①独自の地域経済動向調査の実施 

  小規模事業者の経営状況及び動向を的確に把握するため、地区内小規模事業者全てに対し、

アンケート調査を実施します。 

  調査項目については以下の通りとし、調査結果については専門家と連携し、災害後の経営

状況や新型コロナウイルスなどによる影響等も考慮した分析を行い、ホームページや巡回訪

問の際に情報提供を行い、経営分析及び事業計画策定の基礎資料として活用します。 

 【調査対象】地区内全ての小規模事業者 

 【調査項目】景況感、売上高、仕入価格、利益、雇用、設備投資、資金繰り状況、業界動向、

経営課題、支援ニーズなど 
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【調査手法】巡回訪問時や郵送でアンケート用紙を配布し、郵送やＦＡＸによりアンケート

調査票を回収します。 

【分析手法】商工会職員が、専門家等と連携し集計分析し、小規模事業者ホームページや巡

回訪問時に情報提供します。 

 

②国が提供するビッグデータの活用 

小規模事業者を地方創生の様々な取り組みを情報面から支援するために、地域経済分析シ

ステム（ＲＥＳＡＳ）を活用して、経営指導員が地域の経済動向分析を行います。 

  分析結果は、年１回ホームページで公表するとともに、巡回訪問や窓口相談による小規模

事業者の経営分析及び事業計画策定の基礎資料として活用します。 

【分析項目及び手法】 

  ア）「地域経済循環マップ・生産分析」 

   「地域産業関連表」及び「地域経済計算」による当町の産業構造の把握分析を行います。 

  イ）「まちづくりマップ及び観光マップ・From-to分析」 

   「まちづくりマップ・From-to分析」、によって滞在者の動向の分析を行います。 

  ウ）「産業構造マップ」 

   地域の景況に大きく影響する一次産業を中心とした産業構造を分析します。 

 

（４）成果の活用 

これらの分析結果を経営指導員等が専門家の意見も聞きながら、ビジネスチャンスにつな

がる要素としてレポートに整理し、広く小規模事業者に活用を促すために年１回、ホームペ

ージで公表するとともに、巡回訪問や窓口相談による小規模事業者の経営分析及び事業計画

策定の基礎資料として活用します。 

  

 

４．需要動向調査に関すること 

（１）現状と課題 

【現状】 

  １期目については、道外など域外に販路を求める事業者を対象とした需要動向調査のみと

なり、商談会や物産展に出展した際に、一般消費者やバイヤーなどから出品した特産品につ

いての味や価格等についてのアンケート調査を行い、調査結果を分析し出展者へフィードバ

ックしました。一方で、交流人口や町民等を対象とした域内需要や近隣町村の需要に対応し

た需要動向調査は実施しませんでした。 

  

【課題】 

  商談会等において、消費者やバイヤーからの情報収集を行いましたが、既存商品に対する

調査であったため、地域資源を活用した新商品開発等の販路拡大を支援していく際に、消費

者がどのようなものを求めているかといった「特産品等」に関する情報の蓄積がなく、効果

的な支援とは言えない場面もありました。 

  また、かなやま湖のキャンプ場や、空知川のラフティングなどアウトドアを中心とした観

光資源を活用した事業者が多くいますが、新型コロナウイルス感染症の影響により観光客が

激減し、売上が大きく減少しました。令和４年にリニューアルオープンする「道の駅南ふら

の」を活用した地域外からの需要の取込みが必要であると考えます。 

  よって、２期目の事業においては、本当に消費者が求めるニーズに応えていくため、地域

資源を活用した新商品・サービス開発、既存商品やサービスのブラッシュアップ支援に有効
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な需要動向調査を行う必要があると考えます。 

 

（２）目標 

  現行 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

地域需要動向調査 

対象事業者数 
- 3者 3者 3者 3 者 3者 

物産展・商談会等 

アンケート調査 

対象事業者数 

2者 4者 4者 4者 4 者 4者 

特産品開発の調査 

対象事業者数 
- 2者 2者 2者 2 者 2者 

 

（３）事業内容 

①地域需要動向調査 

  町内外の需要の取り込みや、既存商品や既存サービス提供に伴うアンケート調査を実施し、

事業計画策定支援に繋げていきます。得られた情報を基に、既存商品やサービスのブラッシ

ュアップや、また新商品や新サービスの開発に向けた事業計画の策定やＩＴ活用による販路

拡大など、事業者の計画に適した効果的な出口戦略に繋げていきます。 

【対象事業者】町内外の需要の取り込みや、販路拡大に意欲的な事業者 

【サンプル数】町内外の消費者５０名 

【調査手段】 飲食店や道の駅南ふらのにて、既存の商品や既存のサービス、改良を希望す

る商品やサービスを題材に来場者にＱＲコードによるアンケート調査を行い

ます。また、回答率を上げるため南富良野町で使用できるクーポン券などの

インセンティブを付与したアンケート調査にします。 

【調査項目】 価格・風味・利用シーン・内容量・商品(サービス)の満足度・改善点など 

        調査項目は、５段階評価として評価者と集計者双方が効率的に行えるよう配

慮します。 

【分析手法】 調査結果は、専門家に意見を聞きつつ、経営指導員等が分析を行います。 

【結果の活用】調査結果を経営指導員が分析したうえで、当該事業者ならびに同様の事業計

画策定事業者等へフィードバックします。 

 

②商談会等アンケート調査 

  販路拡大のための物産展・商談会出展者の出展時のアンケート調査を行い、新たな需要の

可能性を検証します。１期目で行った調査ではサンプル数が少なく、特産品に関する情報が

あまり得られなかったことから消費者ニーズなどの情報が乏しく、効果的な支援が行えませ

んでした。２期目は調査人数を増やし消費者ニーズ等の情報を蓄積し効果的な支援に繋げて

いきます。 

【対象事業者】地域資源を活用した新商品開発等の事業計画を策定し物産展等に出店する事

業者、地域資源を活用した流通事業者等への卸売りを通じて販路拡大を目指

す事業者 

【サンプル数】来場したバイヤー・消費者１００名 

【調査手段】 来場者に対し試食を通じてヒアリング調査を行います。 

【調査項目】 価格・風味・内容量・パッケージデザイン・利用シーンなど 

        調査項目は、５段階評価として評価者と集計者双方が効率的に行えるよう配
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慮します。 

        商談会に関しては、入数や取引要件等も含めた流通を意識した項目を追加し

ます。 

【分析手法】 調査結果は、専門家に意見を聞きつつ、経営指導員等が分析を行います。 

【結果の活用】調査結果を経営指導員が分析したうえで、当該事業者ならびに同様の事業計

画策定事業者等へフィードバックします。 

 

③新たな特産品開発の調査 

地域資源を活用した特産品を開発するため、既存の特産品で使用していない新たな農産物

を活用した特産品開発に向け、ＪＡふらのや㈱南富良野町振興公社などの関係機関と連携し、

町内製造業２社において新たな特産品の開発を目指します。具体的には「道の駅南ふらの」

において、試食及びアンケート調査を行い、調査結果を分析した上で当該２社へフィードバ

ックすることで新商品開発に繋げます。 

【サンプル数】来場した５０名 

【調査手段】 道の駅南ふらのの来場者が増加する７月、８月（２回）に開発中の新商品を

試食してもらい、ＱＲコードによるアンケート調査を行います。また、回答

率を上げるため南富良野町で使用できるクーポン券などのインセンティブを

付与したアンケート調査にします。 

【調査項目】 味、価格・風味・内容量・パッケージなど 

        調査項目は、５段階評価として評価者と集計者双方が効率的に行えるように

します。 

【分析手法】 調査結果は、専門家に意見を聞きつつ、経営指導員等が分析を行います。 

【結果の活用】調査結果を経営指導員が分析したうえで、当該事業者へフィードバックし、

更なる改良等を行います。 

 

 

５．経営状況の分析に関すること 

（１）現状と課題 

 【現状】 

１期目の事業においては、台風の被害を受けた小規模事業者を対象に専門家によるセミナ

ーを開催し、事業再開を目指すための事業計画策定に向け、経営分析を実施してきました。 

また、専門家と連携して分析支援を行う事で職員のノウハウの向上も図りました。 

  

 【課題】 

  現在は新型コロナウイルスの影響など著しい経営環境の変化に対応した事業計画策定のた

め、多様な業種を支援できる幅広い分野の知識と高い専門性が求められております。 

そのような中で経営分析支援では、小規模事業者に経営実態を的確に把握し、経営課題を

明確化する為により多くの事業者へ経営分析の必要性を理解してもらう必要があります。 

  １期目においては、台風による被害を受けた事業者を中心にセミナー等の開催を通じて経

営分析を行いましたが、支援対象者が限定的に偏ってしまいました。 

２期目については新型コロナウイルス感染症の影響等、経営環境の変化の影響を多く受け

た広い業種の事業者を対象に経営分析を行います。 

また、対象者の掘り起しは、ホームページやチラシにより経営分析の必要性を広く周知す

るとともに、経営指導員による窓口相談及び巡回訪問の際にヒアリングシートを活用した聞

き取り調査を行い幅広い業種の支援を行っていきます。 
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（２）目標 

  現状 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

経営分析 

事業者数 
 5者 10者  10者  10者  10 者  10者  

※現状＝令和３年度実績見込み 

 

 

（３）事業内容 

 ①経営分析を行う事業者の発掘 

経営分析を行う事業者については、日常の経営指導員による窓口相談や巡回訪問を介して

販路拡大や事業の継続・発展に意欲のある小規模事業者の掘り起こしを行っていきます。 

また、当町の課題であります事業承継対象者については、６の事業計画策定支援と連動し、

事業承継支援対象者の掘り起しにより抽出された事業者に対し、事業承継計画策定に向けた

準備として経営分析を行います。 

 

②経営分析の内容 

【対象者】 意欲的で販路拡大の可能性の高い小規模事業者 10社を選定 

     事業承継支援対象小規模事業者 

【分析手法】全国商工会連合会の「経営計画策定支援ツール」や経済産業省の「ローカルベ

ンチマーク」を活用し小規模事業者自身が経営状況を把握した上で、財務分析

やＳＷＯＴ分析を行います。 

【分析項目】定量分析たる「財務分析」と定性分析たる「非財務分析」の双方を行います。 

     ＜財務分析＞ 直近３期分の収益性、生産性、安全性及び成長性の分析をします。 

     ＜非財務分析＞下記項目について、事業者の内部環境における強み、弱み、事業者

を取り巻く外部環境の脅威・機会を整理します。 

 

(内部環境) (外部環境) 

・商品、製品、サービス  ・技術ノウハウ等の知的財産 

・仕入先、取引先     ・デジタル化、ＩＴ活用の状況 

・人材、組織       ・事業計画の策定・運用状況 

・商圏内の人口、人流 

・競合 

・業界動向 

 

（４）分析結果の活用・効果 

経営分析結果は、経営課題を明確化する事で自社の経営状況を捉えるために小規模事業者

にフィードバックします。また、抽出された課題を解決するためには具体的な事業計画策定

が必要となるため、経営分析結果は計画策定の際の資料としても活用します。 

上記に加え、職員間の情報共有の為、分析結果を経営カルテに入力しデータベース化しま

す。これにより事業者の経営状況や経営課題を共有し商工会全体での支援が可能になります。 

 

 

６．事業計画策定支援に関すること 

（１）現状と課題 

 【現状】 

  １期目においては、台風による被害を受けた事業者に対し、持続化補助金の申請を契機と

し、事業の再建を目指す事業計画策定支援を行いました。また、補助金活用時以外にも事業
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計画策定は必要である事を理解頂くため、併せてセミナーを開催し、事業計画策定に向けた

意欲を促し、事業再建に取り組む支援を行いました。 

   

 【課題】 

小規模事業者は、人手不足やもともと経営資源に限りがあることから、現場での作業時間

が多く、時間に追われて、これまでの経験からの判断で経営を行っているのが現状で、的確

に経営状況を把握して明確な事業計画を策定できていないということが１期目からの課題と

して挙げられます。 

また、新型コロナウイルス感染症の影響により急速に経営環境が変化する昨今においては、

これまでの経験では対応しきれなくなる事が多くあると予想され、今後の事業活動を安定的

に且つ持続的に行う為には時代に沿った実現性の高い事業計画策定が課題となっています。 

  １期目においては、セミナーにおいて、参加者の８０％超が新たにビジネスプランを作成

し次のステージに進むことができましたが、少数の４０代の経営者が中心であり、当町小規

模事業者の中心世代である５０～６０代の経営者に、事業承継への準備を含めて事業計画策

定をいかに波及させるかが課題となっています。また、１期目の支援は台風による被害を受

けた事業者に重点を置いたため、他の小規模事業者への支援が行き届かなかったので、支援

範囲を広げることが課題となっています。 

  また、当町の課題である事業承継支援を円滑に進めるため、１期目では効果的な支援が出

来なかった事業承継計画策定支援を進める事が課題です。 

 

 

  ２期目の本事業では、以下の支援に対する考え方で事業を実施します。 

 

（２）支援に対する考え方 

  小規模事業者に対し、継続的な事業の展開を行っていくため、地域の経済動向や経営状況

分析を踏まえた事業計画策定支援を行います。 

  １期目においては、台風による被害を受けた事業者に対し、持続化補助金の申請を契機と

し、事業の再建を目指す事業者の事業計画策定を行いました。併せて事業計画を策定する上

で専門家による的確な助言をいただき、より実現性の高い事業計画を策定する必要があると

考え中小企業診断士によるセミナーを開催し、事業再建のための支援を行いました。 

  ２期目においては地域の経済動向調査や需要動向調査、経営分析結果を踏まえた上で実現

性の高い時代に沿った事業計画の策定を支援します。 

 

ＤＸ推進セミナー開催・ＩＴ専門家派遣の支援に対する考え方 

現在、補助金申請などの電子化が進んでいる中で、５０代以下の事業者は変化に対応でき

ている事業者が多い反面、６０代以上の事業者は殆ど対応できていない状況にあります。今

後もＩＴ技術の進歩により様々な業務の電子化が予想されるため、事業計画を策定する準備

段階として事業者のＩＴリテラシーに合わせ初歩的な操作方法も含めたＩＴツールの情報提

供を行います。 

そして、実際にその技術を活用した事業計画の策定に向けたセミナーを開催することで、

より小規模事業者にＤＸに対する理解を深めていただき、外部環境の変化（ＤＸ時代）に対

応できる事業計画が策定できるよう支援します。 

 

事業計画策定支援に対する考え方 

  経営基盤の強化や地域資源や観光資源を活用した販路開拓を目指す事業者に対し、経営分
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析で明確となった課題解決に向けた事業計画策定セミナーを開催するなどし、中小企業診断

士などの専門家と連携して、事業計画策定支援を行っていきます。 

 

 創業計画策定支援に対する考え方 

  町等と連携を取りながらＨＰ等によって創業希望者に対する南富良野町での起業を積極的

にＰＲし、広く創業を希望する人の掘り起こしを行います。 

創業希望者に対する支援については、創業計画策定に向け、「創業の動機や、取扱商品・サ

ービスのセールスポイント、販売ターゲットや販売戦略、創業に必要な資金調達に向けた融

資、今後の収支計画など」ヒアリング重視による支援によって事業者の創業に対する思いと、

ビジネスが効果的に進むよう実現性の高い計画策定を目指します。加えて、南富良野町商工

業等起業支援事業活用など町の施策も有効的に活用するなどし、対象者の掘り起こしと合わ

せて町との連携した創業支援を意識します。 

 

 事業承継計画策定支援に対する考え方 

  今後、事業承継を予定している小規模事業者や町内の商業機能維持において必要な業種で

あり、黒字企業なのに後継者がいない等の事業者に対し、経営指導員が巡回訪問や事業承継

に関するアンケート調査により後継者の有無等現状把握に努め、事業承継に関するセミナー

を開催し事業承継に対する意識を高めてもらいます。実際の事業承継に向けては専門家と連

携し親族内承継やＭ＆Ａ等様々な方法による承継手段を検討し、円滑な事業承継計画策定を

支援します。 

 

（３）目標 

 現状 
令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

ＤＸ推進セミナー － 1回 1回 1回 1回 1回 

事業計画策定セミナー － 1回 1回 1回 1回 1回 

事業計画策定事業者数 5者 5者 5者 5者 5者 5者 

創業計画策定事業者数 － 1者 1者 1者 1者 1者 

事業承継計画策定セミナー － 1回 1回 1回 1回 1回 

事業承継計画策定事業者数 － 1者 1者 1者 1者 1者 

 

 

（４）事業内容 

 ①「ＤＸ推進セミナー開催・ＩＴ専門家派遣」の開催 

  パソコン、スマートフォンの普及によりアナログからデジタルへの変化が加速している中

で小規模事業者が今後も安定した事業活動を行うためにはＩＴツールの活用は必要不可欠と

なっていることを鑑み、ＤＸに関する基礎知識の習得や、実際にＤＸに向けたＩＴツールの

導入やＷｅｂサイト構築等の取組をしていくために、セミナーを開催します。 

  また、セミナーを受講した事業者の中から取組意識の高い事業者に対しては、経営指導員 

等による相談対応・経営指導を行う中で必要に応じてＩＴ専門家派遣を実施します。 

 【募集方法】  ホームページに掲載 

【回数】    年１回 

【カリキュラム】ＤＸについて、ＤＸ関連技術や具体的な活用事例等 

【参加者数】  １０者×１回 
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【支援対象者】 ＤＸに関する意識の高い小規模事業者 

 

 ②事業計画策定セミナーの開催 

 【募集方法】  ホームページに掲載、町の広報誌掲載等 

 【回  数】  年１回 

 【カリキュラム】単に事業計画策定の意義を伝えるだけでなく、未来に向けた夢と希望に邁                 

         進できるよう、他社の成功事例や経営上有効な技能・知識の学びを通じて

策定意欲の向上を図ります。 

 【参加者数】  １０者×１回 

 【支援対象者】 経営基盤の強化や地域資源や観光資源を活用した販路開拓を目指す事業者 

 【手段・手法】 中小企業診断士などの専門家を講師に事業計画策定セミナーを開催し、受

講者に対し経営指導員及び専門家が支援を行い、着実な事業計画策定に繋

げていきます。 

 

 ③事業計画の策定支援 

 【支援対象】経営基盤の強化や地域資源や観光資源を活用した販路開拓を目指す事業者 

 【手  段】上記支援対象者に対し経営分析結果や経済動向を踏まえて今後の事業計画策定

から計画策定後の巡回訪問によるフォローアップ、商談会や物産展への出展に

よる販路開拓支援など寄り添いながら伴走型支援を行います。なお、相談案件

に応じて中小企業診断士等の専門家や北海道よろず支援拠点等の支援機関と連

携して、支援の効率化と質の向上を図ります。 

 

 ④創業計画の策定支援 

 【支援対象】町内外の意欲的な創業意欲を持つ創業予定者 

 【手  段】町等と連携を図り、当町で創業を希望している者の掘り起こしを行い、新規創

業者に対し、創業計画策定に向け「創業の動機や、取扱商品・サービスのセー

ルスポイント、販売ターゲットや販売戦略、創業に必要な資金調達に向けた融

資、今後の収支計画など」幅広い準備と計画づくりの必要性を説明し、創業計

画の策定を支援します。また、南富良野町で実施している創業者に対する支援

制度「商工業等起業支援制度」の活用も併行して一体型の支援を行います。 

 

⑤事業承継計画策定セミナー 

【募集方法】  巡回訪問や事業承継に関するアンケート調査等により行った事業承継支援

対象者に直接周知、ホームページに掲載、町の広報誌掲載等 

 【回  数】  年１回 

 【カリキュラム】中小企業診断士を講師に、他社の事例を参考にした事業承継計画の必要性 

と自社の事業の意義・魅力・価値を再認識してもらいます。 

 【参加者数】  ５者 

 【支援対象者】 事業承継を希望する事業者及び承継準備を必要とする事業者 

【手段・手法】 巡回訪問や事業承継に関するアンケート調査等により行った事業承継支援

対象者を中心に周知を図り、事業承継に関するセミナーを開催し事業承継

に対する意識を高めてもらいます。 

 

⑥事業承継計画の策定支援 

 【支援対象】事業承継を希望する事業者及び承継準備を必要とする事業者 
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【手  段】当商工会の調査では、当町の小規模事業者のうち後継者不在である黒字企業が

約７０％程度を占めており、また、その４０％以上が６０歳以上となっており、

巡回訪問や事業承継に関するアンケート調査等により事業承継支援対象者の実

態把握を行い、事業承継に関するセミナーを開催するなど事業承継に対する意

識を高めてもらいます。事業承継に意欲のある事業者に対しては、専門家派遣

を活用し親族内承継やＭ＆Ａ等、事業者にとって最良の方法による事業承継を

意識し、小規模事業者の減少を抑制すべく事業承継計画策定支援を行っていき

ます。 

 

 

７．事業計画策定後の実施支援に関すること 

（１）現状と課題 

【現状】 

  事業計画策定後の支援は１期目においては、事業計画策定事業者に対し巡回訪問による事

業計画の進捗状況の確認や専門家と連携し売上増加を図るためのフォローアップを行いまし

た。 

 

【課題】 

計画策定後のフォローアップについて、積極的な巡回訪問が不足しており、支援先全ての

フォローアップができず、計画的な実施ができませんでした。また、事業者自らが事業計画

のＰＤＣＡサイクルを機能させるような意識付けをすることができませんでした。 

 

（２）支援に対する考え方 

  １期目の課題を受け、積極的かつ計画的な巡回支援により事業計画及び経営課題解決の進

捗状況を確認します。 

  進捗状況に応じ、事業計画策定事業者に対するフォローアップは巡回訪問を４か月に１回

行い、各種補助金・融資等の施策を活用し、計画の実現化に向けた支援を実施します。創業

計画策定事業者に対するフォローアップは巡回訪問を２か月に１回行い、創業に向けた事業

計画や事業予算などの作成支援を行い創業後、経営の安定が図られるよう支援を実施します。

事業承継計画策定事業者に対するフォローアップは巡回訪問を３か月に１回行い、計画通り

円滑に事業承継が進むよう専門家等と連携した支援を行っていきます。また、乖離（ズレ）

が生じている事業者に対しては、中小企業診断士等による専門家を活用し乖離の原因を究明

して、巡回訪問の頻度を増やすなど軌道修正を行います。 

  上記支援を繰り返し行うことで、小規模事業者へＰＤＣＡサイクルの意識付けを行います。 
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（３）目標 
 現状 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

事業計画策定フォ

ローアップ対象事

業者数 

3者 5者 5者 5者 5 者 5者 

頻度(延べ回数) 12 回 15回 15回 15回 15 回 15回 

創業計画策定フォ

ローアップ対象事

業者数 

－ 1者 1者 1者 1 者 1者 

頻度(延べ回数) － 6回 6回 6回 6 回 6回 

事業承継計画策定

事業者フォローア

ップ対象事業者数 

－ 1者 1者 1者 1 者 1者 

頻度(延べ回数) － 4回 4回 4回 4 回 4回 

売上増加事業者数 3者 3者 3者 3者 3 者 3者 

利益率 3％増加の事

業者数 
3者 3者 3者 3者 3 者 3者 

 

(４)事業内容 

  事業計画の進捗状況を確認するため、全国商工会連合会が作成した『進捗状況確認兼経営

発達支援事業報告用シート』を活用し経営環境の変化及び事業計画の進捗状況等の確認を行

います。また、進捗状況及び経営課題の解決状況に応じて以下の支援を実施します。 

 

 【支援対象】 事業計画を策定したすべての小規模事業者 

 【手段・手法】次に記載のとおりそれぞれの対象者に合わせて支援する 

 

①事業計画策定事業者に対するフォローアップ 

  事業計画を策定した事業者に対しては、４か月に１度、経営指導員による巡回訪問により

進捗状況を確認し、必要に応じて専門家等を活用した支援を行っていきます。 

地域資源や観光資源を活用した新商品開発や新たな需要開拓に向けた計画を策定した事業

者に対しては、経営指導員による巡回訪問により進捗状況を確認し、必要に応じて専門家等

を活用した支援を行っていきます。また、場合によっては策定した計画をより効果的に進め

る為に小規模事業者持続化補助金、ものづくり補助金及び小規模事業者経営発達支援融資制

度等の施策を活用し着実な支援を行っていきます。 

（４か月に１回）５者×３回＝１５回 

 

②創業計画策定事業者に対するフォローアップ 

  創業計画を策定した事業者に対しては、創業直後は経営が安定しないことから２か月に１

度、経営指導員による巡回訪問により進捗状況を確認し、事業者からの申出等により巡回の

回数を増やすなど臨機応変に対応します。また、南富良野町商工業等起業支援制度等の施策

を活用し設備投資を行うなど計画推進を支援します。 

（２か月に１回）１者×６回＝６回 
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③事業承継計画策定事業者に対するフォローアップ 

  事業継承計画を策定した事業者に対しては、３か月に１度、経営指導員による巡回訪問に

より進捗状況を確認し、計画どおり円滑に事業承継が進むよう専門家等と連携した支援を行

っていきます。なお、進捗状況により取るべき対応が変わってくるため、状況により巡回頻

度を増やし支援を行っていきます。 

（３か月に１回）１者×４回＝４回 

   

④事業計画と進捗状況に乖離(ズレ)がある小規模事業者 

計画が停滞している場合は、まず経営指導員が内部・外部環境等を再確認し原因究明を図 

り、必要に応じ専門家及び支援機関と連携し、事業計画の変更も視野に入れた支援を行いま 

す。 

 

  ※『進捗状況確認兼経営発達支援事業報告用シート』(全国商工会連合会作成) 

    「売上高の変化」、「粗利益の変化」、「補助金活用の有無」、「金融支援の状況」などを

簡潔にヒアリングしてまとめるシートです。上記の各項目とあわせて、「商品・サービ

ス」、「販売」、「実施体制」についての現状を質問項目に従って、ヒアリングすること

ができ、フォローアップ支援後は、支援履歴を一覧として記録することで、支援頻度

の管理や職員の情報共有が可能となります。 

 

 

８．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

（１）現状と課題 

 【現状】 

  １期目の事業において、地域資源を活用し新商品の開発支援を実施した特産品を中心に商

談会・物産展への出展を支援し道外への新たな需要開拓を支援しましたが、令和２年度につ

いては、新型コロナウイルスの影響により当初予定していた物産展の中止など思うような支

援が行えませんでした。（令和３年度については商談会に出展予定） 

  また、町内においては上記特産品を道の駅南ふらのにおいて販売し、観光客向けの需要喚

起を行いました。 

  また、新型コロナウイルスの影響による商談会・物産展の相次ぐ中止の影響に伴いオンラ

イン商談会、物産展等の普及が進んでおりますが、小規模事業者の多くはスキルやノウハウ

の不足等を理由にＩＴを活用した販路開拓等のＤＸに向けた取組みに踏み切れず、未だに商

圏が近隣の限られた範囲にとどまっています。 

 

 【課題】 

  １期目の課題として、商談会・物産展支援においては、創業から間もない事業者に対し、

出展前の事前準備や出展時のバイヤーへの応対などの支援が不足していたことにより、計画

どおりの売上や商談が成立しなかったことが挙げられます。その課題を踏まえて２期目は、

特産品を開発しているが、商圏が町内もしくは近隣市町村に留まっており、域外の需要開拓

に前向きではあるものの商談会・物産展に参加したことのない小規模事業者に対し事前準備

等の支援をしっかり行ったうえで、商圏を拡大する支援を行います。 

また、昨今は新型コロナウイルスの影響で商談会・物産展のオンライン化やネットショッ

ピング利用の増加によりＷｅｂサイトの構築・整備は今後の需要開拓支援を実施するにあた

って必須条件となっています。以上のことから実際に支援を行う小規模事業者にはＤＸ推進

は絶対必要であるということを今一度理解・認識していただき、取組を支援していく必要が
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あると考えております。 

 

（２）支援に対する考え方 

 ①物産展等による新たな需要開拓のための出展支援に対する考え方 

商工会が自前で物産展等を開催するのは困難なため、全国各地で開催されている既存の物

産展への出展を目指し、出展にあたっては、経営指導員による事前・事後の出展支援を行う

とともに、出展期間中には、陳列、接客など、きめ細やかな伴走支援を行います。 

 

 ②商談会による新たな需要開拓のための出展支援に対する考え方 

 道内外で開催されている商談会へ出展し新規顧客の獲得を目指します。出展にあたっては、

経営指導員による事前・事後の出展支援を行うとともに、出展期間中には、陳列、商談成立

のためのバイヤーへの対応などのサポートをし、きめ細やかな伴走支援を行います。 

また、昨今の新型コロナウイルスの影響により従来の対面型からＺｏｏｍなどのＷｅｂ会議

システムを利用した非対面型による開催が増えてきているので商談会の選定に関しては、参

加意欲のある事業者に対面・非対面どちらの商談会に参加したいか事前にヒアリングした上

で選定します。 

 

③ＤＸを活用した需要開拓支援 

  ２期目では「Ｗｅｂサイトの構築・整備」に重点を置き、Ｗｅｂサイト活用による販路開

拓支援を行います。具体的な支援については、販路拡大や新たな事業展開に意欲的な事業者

に対してＨＰ・ＳＮＳ・ＥＣサイト（もしくはＥＣモール）の３段階に分けそれぞれの事業

者のＷｅｂサイトの整備状況に応じた支援を行います。 

 

 ・ＨＰ活用支援 

  ＨＰがない事業者は簡易ホームページ作成ツール「グーペ」を使って自分でＨＰを作成し

ていただき、記載内容やレイアウト等を助言・指導します。ＨＰがあるが機能していない事

業者には既存のＨＰの記載内容の見直しやレイアウトの改善に対する指導を行います。 

 

 ・ＳＮＳ活用支援 

ＳＮＳがない事業者にはビジネスシーンで多く使われている「Facebook」を使って自社ペ

ージの作成を支援します。ＨＰがある事業者は連動させることで幅広い情報発信が行える環

境を整備します。Instagram 等他のＳＮＳ活用を希望した場合は適宜対応します。 

 

 ・ＥＣサイト（ＥＣモール）活用支援 

  ＨＰ・ＳＮＳを整備しＷｅｂサイトを活用した販路拡大に意欲的な事業者にはＥＣサイト

（ＥＣモール）の構築を支援します。ＥＣサイトとＥＣモールはそれぞれメリットデメリッ

トがあるため事前にヒアリングした上で小規模事業者に最適な手法で支援を進めます。 

 

  また、上記の３つの支援（ＨＰ活用、ＳＮＳ活用、ＥＣサイト（ＥＣモール）活用）はそ

れぞれの支援の状況の際に必要に応じてＩＴ専門家等と連携した支援を実施します。 
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  （３）目標 
 現状 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

①物産展 

出展事業者数 
2者 2者 2者 2者 2 者 2者 

売上額/者 ― 60万円 60万円 60万円 60万円 60万円 

②商談会 

参加事業者数 
2者 2者 2者 2者 2 者 2者 

成約件数/者 4件 4件 4件 4件 4 件 4件 

③ＨＰ活用事業者 ― 3者 3者 3者 3 者 3者 

売上増加率/者 ― 5％ 5％ 5％ 5％ 5％ 

④ＳＮＳ活用事業

者 
― 3者 3者 3者 3 者 3者 

売上増加率/者 ― 5％ 5％ 5％ 5％ 5％ 

⑤ＥＣサイト・モー

ル活用事業者 
― 1者 1者 1者 1 者 1者 

売上増加率/者 ― 5％ 5％ 5％ 5％ 5％ 

 

（４）事業内容 

 ①物産展等による新たな需要開拓のための出展支援【ＢtoＣ】 

 《支援内容》 

  小規模事業者に対して物産展等の開催情報提供を行い、参加意欲のある事業所には、Ｗｅ

ｂを活用した広告手法やブース内の効果的な陳列方法といったより実践的な販売促進支援を

行い、新たな需要の獲得につなげて、売上の向上を図ります。 

また、出展時に自社商品の評価を得るため試食を行い、商品に関するアンケートにより需

要動向調査を行います。イベント時のアンケートはハガキといった紙ベースでは回答率が下

がるので、ＱＲコード化してスマホで気軽に答えられる方式にすることで回答率を上げ今後

の商品改良や新商品開発に活用します。 

  支援においては出展前、出展時、出展後と必要に応じて専門家と連携し、より成果の出る

ような効果的な支援を行います。 

 

 【支援対象者】   地域内で新たな需要開拓を目指す出展初心者、地域内で新たな需要開

拓を目指している小規模事業者 

 【支援内容】 

  ア 事前支援・・・出展手続き支援、接客指導、ＰＯＰ・ＰＲ動画等作成支援、 

           ＤＭ作成指導、ＨＰ・ＳＮＳを使った広告等の活用支援など。 

  イ 出展時支援・・商品陳列・装飾指導、アンケート収集支援など。 

  ウ 事後支援・・・アンケート集計・分析支援、分析結果のフィードバックによる商品改

良支援(パッケージ等含む) 

 

【想定している物産展、イベント】 

  ア 対象者・・・一般消費者、流通・観光関係企業のバイヤー 

  イ 物産展・イベント 

    ■にぎわい市場さっぽろ（道内を中心に販路開拓を目指している小規模事業者） 

アクセスサッポロで開催される小規模事業者向けの道産品の販売とＰＲを目的とし
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た展示販売会であり、地域特産品等の新商品等が多く出展される物産展です。販売品に

ついてアンケート調査に回答してもらいます。 

  開催時期   例年１１月中旬 

     開催場所   アクセスサッポロ 

     概要     北海道内商工会地域の地元の優れた農林水産資源を活用して開発し

た特産品を道内外の流通関係者に紹介するための展示・物産展 

     来場者    流通業者・観光関連事業者等のバイヤー、一般消費者 

 

    ■なまらいいっしょ北海道（東京を中心に販路開拓を目指している小規模事業者） 

  東京の三軒茶屋で開催される北海道内の小規模事業者向けの物産展であり、地域特 

産品等の新商品等が多く出展される物産展です。一昨年の出展者は４５社、一般消費者 

等約２２，０００名が来場し、販売や商談の他、アンケート調査に回答してもらいます。 

     開催時期   例年１０月下旬 

     開催場所   東京都 三軒茶屋 

     概要     北海道の恵み、地域の特産品を大集結して売り込むイベント 

     来場者    一般消費者、流通・観光関係企業のバイヤー 

 

 ②商談会による新たな需要開拓のための出展支援【ＢtoＢ】 

  

 《支援内容》 

小規模事業者に対して商談会の開催情報の提供を行い、参加意欲のある地域資源を活用し

た新商品開発等の事業計画策定を行った小規模事業者に対して「商品規格書」といった商談

対応資料や「商品紹介パンフレット」から商談成功率を上げる「商談時の接客対応の習得」

まで事業者に合った支援により効果的な商談会出展となるよう支援を行います。 

出展時にはバイヤーに対して試食を行い「①物産展等による新たな需要開拓のための出展

支援」同様アンケート調査を行うことで、今後の新商品開発や商品の改良などに活かします。 

  支援においては出展前、出展時、出展後と必要に応じて専門家と連携し、より成果の出る

ような効果的な支援を行います。 

 

 【支援対象者】 事業計画(地域資源を活用した新商品開発等)を策定した小規模事業者 

 【支援内容】 

  ア）事前支援・・・出展手続き支援、ブースレイアウト指導、商品提案書・規格書作成支

援、商談に係る接客方法の支援、Ｗｅｂサイト構築支援、ＰＯＰ・Ｐ

Ｒ映像等作成支援など 

  イ）出展時支援・・ブース設置指導、商品陳列・装飾指導、バイヤーへのヒアリング及び 

           アンケート収集支援など 

  ウ）事後支援・・・名刺交換したバイヤーへのアプローチ支援 

           (メール及びサンプル送付状・提案書の作成支援、アンケート集計・分

析支援、分析結果のフィードバックによる商品改良支援(パッケージ等

含む) 

 

【想定している展示商談会】 

  ア）対象者・・・バイヤー 

  イ）展示会・・・商談会 

  ウ）開催概要(参考) 
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   ■北の味覚再発見（道内を中心に販路開拓を目指している小規模事業者） 

ホテル札幌ガーデンパレスで開催される小規模事業者向けの展示商談会であり、地域特

産品等の新商品等が多く出展される商談会です。一昨年の出展者は４５社、バイヤー(流

通業者・観光関連業者、札幌消費者協会、北海道フードマイスター)が２６２名来場し、

商談の他、アンケート調査に回答してもらいます。 

  開催時期   例年１０月初旬 

     開催場所   ホテル札幌ガーデンパレス 

     概要     北海道内商工会地域の地元の優れた農林水産資源を活用して開発し

た特産品を道内外の流通関係者に紹介するための展示・商談会 

     来場者    流通業者・観光関連事業者等のバイヤー、一般消費者 

 

■グルメ＆ダイニングスタイルショー春(主催：ビジネスガイド社) 

    東京ビッグサイトで開催される小規模事業者向けの展示商談会であり、地域特産品等

やこだわりの逸品、新商品等が多く出展される商談会です。昨年の出展者は約１４１

社、来場するバイヤー(百貨店、スーパー、卸売業、商社、観光ホテルなど)が約１１，

３９３名との商談の他、アンケート調査に回答してもらいます。昨年の出展者数、来

場者数は新型コロナウイルスの影響により大幅に減少しております。 

  開催時期   例年２月初旬 

     開催場所   東京ビッグサイト 

     概要     全国各地の優れた農林水産資源を活用して開発した特産品を全国の

流通関係者に紹介するための展示・商談会 

     来場者    流通業者・観光関連事業者等のバイヤー 

 

③ＤＸを活用した需要開拓支援 

  スマートフォンの普及によりインターネットが急速に発展している現代において効率的に

需要開拓・販路拡大するためにはＤＸの活用が必要不可欠ですが、現状効果的に活用できて

いる事業者が少ないためそれぞれのレベルに応じた支援を行います。 

具体的には、Ｗｅｂサイトの構築・整備に関してＨＰ・ＳＮＳ・ＥＣサイト（ＥＣモール）

の３段階に分けて、初歩的な操作方法や更新方法から、一歩踏み込んだ自社ＥＣサイトの構

築や楽天市場、Amazon といった大手ＥＣモールへの出店まで事業者のレベルに応じた支援を

行い販売促進に繋げます。 

支援においては必要に応じて専門家と連携し、より成果の出るような効果的な支援を行い

ます。 

 

《支援対象者》 ＩＴを活用した需要開拓について事業計画を策定した小規模事業者 

   

 《支援内容》 

  ア）ＨＰ活用支援【ＢtoＢ】 

   商談会へ出展を予定している事業者を重点的にＨＰ活用に対する支援を行います。ＨＰ

が無い事業者は簡易ホームページ作成ツール「グーペ」を使ってＨＰを作成していただき、

作成したＨＰを基に記載内容やレイアウト等を助言指導します。既にＨＰがある事業者に

対しては、記載内容の見直しやレイアウトの改善に対する指導を行います。 

また、必要に応じてＩＴ専門家派遣等を実施するなど事業者の段階にあった支援を行い

ます。 
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  イ）ＳＮＳ活用支援【ＢtoＣ】 

物産展への出店を予定している事業者、ＳＮＳを活用した販売促進に意欲のある事業者

を重点的に日々の更新作業やＨＰとの連携等に対しての支援を行います。ＳＮＳ特有の拡

散機能を活用し最新情報をリアルタイムで発信し、商品やサービスの魅力を閲覧者に訴求

し販路拡大に繋げます。 

また、必要に応じてＩＴ専門家派遣等を実施するなど事業者の段階にあった支援を行い

ます。 

 

  ウ）ＥＣサイト（ＥＣモール）の活用支援【ＢtoＣ】 

   Ｗｅｂサイトを活用した販路拡大に意欲的な事業者にはＥＣサイト（ＥＣモール）の構

築やＨＰ・ＳＮＳとの連携等に対する支援します。ＥＣサイトとＥＣモールはそれぞれメ

リットデメリットがあるため事前にヒアリングした上で小規模事業者に最適な手法で支援

を進めます。この支援に関してはより専門的な知識を要するため支援の初めからＩＴ専門

家派遣等を活用し支援を行います。 

 

 

９．事業の評価及び見直しをするための仕組みに関すること 

（１）現状と課題 

【現状】 

経営発達支援事業の成果・評価・見直しについては、外部有識者を加えた委員会を設置し、

年に 1回開催し、検証・評価を行っています。 

商工会事務局では事業計画に基づき事業を実施するとともに、３か月毎に進捗状況等につ

いて確認・検証を行いました。 

 

【課題】 

  小規模事業者の複雑化・高度化する課題に対して、効果的に課題解決していくために継続

して更に精度の高い事業評価と見直しを進めていく必要があります。 

 

（２）事業内容 

 ①事務局内部での事業の確認検証 

  事務局は、事業計画に基づき事業を実施するとともに、北海道商工会連合会が提供する経

営支援ツールＳｈｏｋｏＢｉｚを活用し事業の実施状況を定量的に管理・把握します。この

データを活用し事業の進歩状況、事業結果等について確認検証を行います。 

   

 ②事業評価委員会での評価・検証 

  上記の事務局レベルで事業の実施を確認し、検証した内容を上半期・下半期の年２回事業

評価委員会に提示し、事業の評価及び見直しの方針を決定します。 

  事業評価委員会のメンバーは商工会総務委員（３名）、南富良野町企画課長（１名）、法定

経営指導員（１名）の他、外部有識者として旭川信用金庫南富良野支所長（１名）で構成し、

小規模事業者の経営支援について多方面からの意見も踏まえ評価検証します。   

また、事業評価委員会での評価・検証の結果を理事会へ報告し、承認を受けるものとしま

す。 

 

 ③評価結果の公表 

  経営発達支援計画事業の評価・見直し結果を小規模事業者に広く内容を開示するため、商
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工会事務所に掲示するほか当会のホームページに掲載しその内容を公表します。 

１０．経営指導員等の資質向上等に関すること 

（１）現状と課題 

 【現状】 

これまでも経営指導員は中小企業大学校が主催する基礎研修や専門研修に参加し、専門的

な知識と支援ノウハウの習得を中心に能力向上に取り組んでいます。また、北海道商工会連

合会主催の職種別研修会や専門研修会及びその他関係団体が主催するセミナーに積極的に参

加し支援能力の向上を目指しています。 

 

 【課題】 

  インターネットの急速な普及により小規模事業者が抱える問題が多様化してきている中

で、適切に対応するにはＤＸに関する相談・指導能力は習得しなければならないスキルとな

っています。また、経営指導員だけでなく職員全員にスキル・手法を波及させ情報を共有す

ることで、職員一人一人の負担を軽減させ、どの職員からでも均一な指導が受けられるよう

な組織づくりが課題です。 

  職員は小規模事業者に比べ日頃の業務でＩＴツールを使用する機会が多いので、操作や使

い方は理解している一方で、実際に小規模事業者支援を行う際に多様なツールの中から状況

に応じてどのツールが最も効率的に支援を行えるかの選択を正確に行えていないのが現状な

ので、今後はＩＴツールの新たな技術情報の収集と知識の更新に取り組まなければなりませ

ん。 

 

（２）事業内容 

①外部講習会等の積極的活用 

全国商工会連合会のＷＥＢ研修の他、北海道商工会連合会及び中小企業大学校が開催する

経営支援能力の向上に資する研修会に全職員が積極的に参加するとともに、研修受講後には

職員会議において受講者から研修内容についての詳細な報告を行わせます。これにより、当

該職員の学習成果の定着を図るとともに、その他職員に対しても研修効果を波及させます。 

 

【事業計画策定支援による研修会への参加】 

  事業計画策定支援において、分析した需要動向調査結果を効果的に販売促進計画策定に繋

げる手法や、定性的な経営分析手法の効果的な活用によるマーケティング戦略の立案手法な

どの支援ノウハウが不足していた事から、今後は実効性が高く効果的な事業計画策定におけ

るノウハウ取得のため研修会に参加します。 

   

【ＤＸ推進に向けたセミナー】 

  職員間の課題である小規模事業者のＤＸ推進に関する適切な支援をするためのＩＴスキル

習得・向上を目指し、ＤＸ推進関連の下記のようなセミナーに積極的に参加します。ＤＸに

は様々な分野があるので、数ある分野の中から２期目では当町の小規模事業者に関連性のあ

る「業務効率化のためのＤＸ」「需要開拓のためのＤＸ」に的を絞って関連するセミナーに参

加します。 

 

ア）事業者にとって内向け（業務効率化）の取組 

    クラウド会計ソフト、補助金の電子申請、情報セキュリティ対策等 

  イ）事業者にとって外向け（需要開拓）の取組 

    ＨＰなどを活用した自社ＰＲ・情報発信方法、ＥＣサイト構築・運用、オンライン展
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示会、ＳＮＳを活用した広報等 

②支援情報のデータベース化と職員間の情報共有強化 

  職員会議を定期的(月１回、年１２回)に開催し、個別の小規模事業者の現状、経営支援の

方針、支援手法、支援経過、支援成果等について報告すると共に巡回時に使用したヒアリン

グシートの内容を経営カルテに入力することで、情報の共有がなされ、担当者以外でも一定

レベル以上の対応ができるような体制強化を図ります。 

 

 

１１．他の支援機関との連携を通じた支援ノウハウ等の情報交換に関すること 

（１）現状と課題 

【現状】 

支援ノウハウに関する情報は、北海道商工会連合会を通じて道内各商工会の具体的支援事

例について情報を得ています。 

また、専門的知識を有する案件に対し、経営指導員が専門家（中小企業診断士、各種コン

サルタント、税理士等）と連携し、情報を得ながら支援を行っています。 

 

 【課題】 

  小規模事業者の課題が高度化・複雑化してきており、研修会等で得た情報や知識に加え、

他の支援機関等と連携を図り支援ノウハウを情報交換し、支援ノウハウを蓄積できる体制づ

くりが必要であり、職員全員が小規模事業者の課題に対応できるよう支援能力向上が必要と

なっています。 

 

（２）事業内容 

 ①金融機関との連携 

  旭川信用金庫南富良野出張所や日本政策金融公庫旭川支店との連携を通じ、小規模事業者

に対する経営改善支援手法、金融支援に関する実務的手法等について情報交換を行い、職員

の支援能力の向上を図ります。（年２回） 

 

 ②商工会関連との連携 

  北海道商工会連合会や中小企業大学校旭川校が開催する経営支援に伴う各種研修会に参加

し、小規模事業者に対する支援現状と課題解決の具体的な手法について情報交換を行い職員

の能力向上を図ります。（年４回程度） 

  また、近隣商工会（南富良野・占冠・山部）で構成する広域連携協議において他の商工会

経営指導員等と実際の経営指導事例をもとに情報交換を行い、具体的な経営課題の解決方法

を習得し、職員の能力向上を図ります。（年３回） 

  

 

１２．地域経済の活性化に資する取組に関すること 

（１）現状と課題 

 【現状】 

当町の商店街は他地域への消費購買力流出と、事業主の高齢化や後継者不足から年々活力

が失われている状況にあります。町の協力のもとプレミアム付き商品券事業やなんぷニコニ

コカード会による定期的な販促イベントなど行っていますが、消費購買力の流出の解決には

いたっておりません。 

また、新型コロナウイルス感染症の影響により、観光客の減少等により飲食店やアウトド

ア関連事業者が売上の大幅な減少など大きく影響を受けました。 
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 【課題】 

  町内消費はもとより観光客を中心とした町外からの交流人口の増加が地域経済の活性化に

不可欠であると考え、地域資源を活用した特産品の開発など当町のブランド化を図っていく

ことが重要な課題となっており、地域活性化を担っていく団体として南富良野町役場、南富

良野町商工会、ＪＡふらの南富良野支所、ＮＰＯ法人南ふらのまちづくり観光協会、㈱南富

良野町振興公社等と連携し協議会を設立するなど今後の南富良野町について検討していく必

要があると考えます。 

また、毎年、町内外から１万人が訪れる「かなやま湖湖水まつり」はイベント内容がマン

ネリ化してきており、イベント内容の見直しが課題となっています。 

 

（２）事業内容 

 ①南ふらの地域活性化協議会（仮称）の開催（年１回） 

南富良野町役場、南富良野町商工会、ＪＡふらの南富良野支所、ＮＰＯ法人南ふらのまち

づくり観光協会、㈱南富良野町振興公社等と協議会を設立し、年１回協議会を開催し、地域

が一体となって戦略的に地域活性化を進めるため以下について協議し地域活性化に取組んで

いきます。 

 

 ②「道の駅南ふらの」のリニューアルによる地域活性化 

  当町の道の駅は年間約３０万人が訪れる当町で最大の交流人口の多い場所となっていま

す。旭川市や富良野市と占冠村や帯広市を結ぶ中間地点にあり、令和４年６月のリニューア

ルによりホテルやアウトドアメーカーのモンベルのアウトドアショップの新設やボルダリン

グタワー、ドッグラン、アスレチック遊具の整備、特産品販売エリアの拡充などが予定され

ています。今後の観光拠点となる道の駅を活用して町内小規模事業者の商品、サービスの魅

力をＰＲする場として有効活用し、交流人口増加による消費喚起によってさまざまな業種へ

の波及効果により地域経済活性化に繋げます。 

 

③地域資源や観光資源を活用した新商品開発による地域活性化 

  地域資源である農産物やエゾ鹿肉、観光資源となっているかなやま湖でのキャンプや空知

川のラフティングなど豊富な資源を活用して、新商品の開発や新たなサービスの提供などに

よって交流人口増加に繋げます。 

新商品開発には、既に特産品開発を行い販売している㈱南富良野町振興公社やＪＡふらの

やラフティング等のアウトドア事業者と連携し、新たな商品、サービスの開発を行い、地域

内連携を強化し地域経済の活性化を図っていきます。 

 

④イベントの見直しによる地域活性化 

  現在、実行委員会（構成員：観光協会、南富良野町、商工会、森林組合等）により実施し

ている当町最大のイベント「かなやま湖湖水まつり」について、年々マンネリ化してきてお

り開催内容等の見直しを行い、交流人口の増加を図り地域活性化に繋げていきます。 

 

⑤町内消費喚起に向けた事業の実施 

  毎年実施しているプレミアム付き商品券の発行（令和２・３年は新型コロナウイルスの影響に

よる飲食店等支援のための地域限定の無料券を町民に配布）やスタンプカード会による販売促進

イベントをさらに充実させ、町民の町内消費喚起を促進すべく町や商工会、スタンプカード会で

協議し、地域活性化に繋げていきます。 
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 ⑥ＨＰ・ＳＮＳによる南富良野町の魅力発信 

現在、当商工会のＨＰに掲載している情報は商工会からの会員向けの事務的な周知程度の

ものとなっています。今後は、町や観光協会、アウトドア関連事業者と連携し、まちのイベ

ント情報や夏のラフティングやキャンプ、冬のスキーやワカサギ釣りなどアウトドア関連の

情報など南富良野町の四季折々の魅力をＨＰ・ＳＮＳを通して全国に発信し、観光客に来町

してもらい交流人口の増加による地域の活性化を図っていきます。 
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（別表２） 

 経営発達支援事業の実施体制 

経営発達支援事業の実施体制 

（令和３年１１月現在） 

 

（１）実施体制（商工会又は商工会議所の経営発達支援事業実施に係る体制／関係市町村の経営発達

支援事業実施に係る体制／商工会又は商工会議所と関係市町村の共同体制／経営指導員の関与体制 

等） 

 

    
 

 

《事務局》 

職名 氏名 

事務局長 安部 浩明 

法定経営指導員 樋村 裕之 

補助員 天上 陽人 

記帳指導員 増田 美幸 

 

（２）商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第７条第５項に規定する経営指

導員による情報の提供及び助言に係る実施体制 

①当該経営指導員の氏名、連絡先 

■氏 名：樋村 裕之 

■連絡先：南富良野町商工会  電話 0167-52-2605 

 

②当該経営指導員による情報の提供及び助言（手段、頻度等） 

 経営発達支援事業の実施・実施に係る指導員及び助言、目標達成に向けた進捗管理、事業の評価・

見直しをする際の必要な情報の提供等を行います。 



３４ 

 

（３）商工会／商工会議所、関係市町村連絡先 

①名 称：南富良野町商工会 

 住 所：北海道空知郡南富良野町字幾寅市街地 

 電 話：0167-52-2605 

 ＦＡＸ：0167-52-2205 

 メール：nanpusyo@rose.ocn.ne.jp 

 

 

②名 称：南富良野町 企画課 

 住 所：北海道空知郡南富良野町字幾寅８６７番地 

 電 話：0167-52-2112 

 ＦＡＸ：0167-52-2922 

 メール：kikaku@town.minamifurano.hokkaido.jp 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３５ 

 

（別表３） 

 経営発達支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                      （単位 千円） 

 
Ｒ4年度 Ｒ5年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 

必要な資金の額 1,300 1,300 1,300 1,300 1,300 

 

・事業計画策定

支援 

 

・事業計画策定

後の実施支援 

 

・需要動向調査 

 

・新たな需要開

拓に寄与する

事業 

 

100 

 

 

100 

 

100 

 

1,000 

100 

 

 

100 

 

100 

 

1,000 

100 

 

 

100 

 

100 

 

1,000 

100 

 

 

100 

 

100 

 

1,000 

100 

 

 

100 

 

100 

 

1,000 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

調達方法 

 

 

 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 
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（別表４） 

 経営発達支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者を連携して経

営発達支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 

連携して実施する事業の内容 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携して事業を実施する者の役割 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携体制図等 

① 

 

 

 

 

 

② 

 

 

 

 

 

③ 

 

 

 

 

 

 

 

 


